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担うものでもある 1)。本誌の第 41 巻第 6 号での考察は，そのような基本的立場に立つ経営学
研究を「科学的経営学」として今日的に再構築するめの一試論でもあった。 
  筆者はまた本誌の第 42巻第 3号（2003年 9月）において，こうした「科学的経営学」の研究
                                                          
1) 拙稿「経営学研究の基本的問題と方向性――『科学的経営学』再生にむけての一試論――」『立命館経営
































                                                          
2) 拙稿「『科学的経営学』の対象をめぐる諸問題」『立命館経営学』，第 42巻第 3号，2003年 9月参照。 
































































                                                          








































































を 1) 資本蓄積条件，2) 具体的な経営現象・問題，3) 産業の発展のありよう，4) 資本主義発
                                                          
7) 前川，前掲『現代企業研究の基礎』，11ページ。 














    ①資本蓄積条件からみた「全般的一般性」 
 まず資本蓄積条件からみた時期区分を行うと，大きく 1) 自由競争段階（～19世紀末），2) 独
占形成期（19世紀末から 20世紀初頭），3) 第 1次大戦終結から世界恐慌まで（1918～29年），4) 世
界恐慌から第 2次大戦終結まで（1929～45年），5) 第 2次大戦後の高度成長期（1945～70年代初











可能にする市場基盤が生み出されることになる。6) の 70 年代初頭に始まる低成長期から 80
年代末までの時期は，スタグフレーションと福祉国家体制の危機（財政問題）という状況のもと







  ②企業経営の現象面からみた「全般的一般性」 
 また企業経営の現象面からみた時期区分を行うとすれば，大きく 1) 自由競争段階（～19世紀
末），2) 独占形成期（19世紀末から 20世紀初頭），3) 第１次大戦集結から第 2次大戦集結までの














にすすむ時期である 10)。4) の第 2次大戦後の高度成長期は，a) 主要資本主義国での大量生産
方式の本格的展開・普及，b)多角化の本格的展開と事業部制組織の普及 11)，c) 多国籍化の進展
                                                          
 8) A.D.Chandler,Jr,The Visible Hand：Managerial Revolution in American Business, Harvard 
University Press, 1977〔鳥羽欣一郎・小林袈裟治訳『経営者の時代――アメリカ産業における近代企業
の成立――』東洋経済新報社，1979 年〕, A. D. Chandler, Jr, Scale and Scope：The Dynamics of 
Industrial Capitalism, Harvard University Press,1990〔安部悦生・川辺信雄・工藤 章・西牟田祐二・
日高千景・山口一臣訳『スケール・アンド・スコープ 経営力発展の国際比較』有斐閣，1993年〕，拙書
『ドイツ企業管理史研究』森山書店，1997年，第１章第 2節および第 6章などを参照。 
 9) 例えば，A.D.Chandler, Jr, Strategy and Structure：Chapters in the History of the Industrial 
Enterpreise, MIT Press,1962〔三菱経済研究所訳『経営戦略と組織 米国事業部制成立史』実業之日本
社，1967年〕，前掲拙書，序論Ⅱ４(3)，第 2章第 3節および第 8章などを参照。 
10) この点については，拙書『ヴァイマル期ドイツ合理化運動の展開』森山書店，2001 年，結章第１節参
照。 
11) R.P. Rumert, Strategy, Structure and Economic Performance, Harvard University Press, 1974〔鳥羽
欣一郎・山田正喜子・川辺信雄・熊沢 孝訳『多角化戦略と経済成果』東洋経済新報社，1977 年〕，
（次頁に続く） 
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がみられたほか，ｄ) 第３次企業集中運動が展開され，巨大独占企業の普及と一層の大規模化
がそれまで以上にすすんだ時期であり，現代的＝アメリカ的経営方式・システムの本格的普及，




















                                                                                                                                                        
P.Dyas,H.T.Thanheiser, The Emerging European Enterpreise. Strategy and Structure in French and 
German Industry, The Macmillian Press, 1976, E.Gabele, Die Einführung von Geschäftsbereichs- 
organisation, Tübingen, 1981〔高橋宏幸訳『事業部制の研究』有斐閣，1993年〕, J. Wolf, Strategie und 
Struktur 1955-1995.Ein Kapital der Geschichte deutscher nationaler und internationaler Unter- 
nehmen, Wiesbaden, 2000, D.F.Channon, The Strategy and Structure of Britisch Enterpreise, The 








































                                                          
13) この点については，前掲拙書『ドイツ企業管理史研究』，3-4 ページ，前掲拙書『ヴァイマル期ドイツ
合理化運動の展開』，5ページ，前川，前掲『現代企業研究の基礎』，188ページを参照。 





































 またこれら 4つのモメントの内的関連性をどうみるかという問題では，4) の「生産力構造と
市場条件」が 1) の「不均等発展」を規定するという面，1) の「不均等発展」が 2) の「産業
構造的特徴」を規定するという面，2) の「産業構造的特徴」が金融といった制度的側面，その






















 例えば 21 世紀という新しい時代を迎えた今日，企業経営の変革や新しい動向がさまざまみ
られるが，そうした今日的な企業経営変革の問題を分析するさいに必要かつ重要となってくる
                                                          
15) この点について詳しくは拙稿「企業経営システムのアメリカモデルと日本モデルの特徴と意義――20世紀
の企業経営システムに関する一考察――」『立命館経営学』，第 40巻第 4号，2001年 11月参照。 
16) 例えば大橋昭一「書評 山崎敏夫著『ナチス期ドイツ合理化運動の展開』」『比較経営学会誌』，第 27
号，2003年 3月，133ページ参照。 































  それゆえ，産業と企業経営，資本主義経済との相互作用の関係についてみると，1) その国の


































                                                          
18) 前掲拙書『ドイツ企業管理史研究』，3ページ，『ヴァイマル期ドイツ合理化運動の展開』，5ページ参照。 
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   (2)産業別比較とその方法 


























































the American System to Mass Production, 1800-1932:The Development of Manufacturing Technology 








































                                                          

































                                                          
23) 坂本和一『現代巨大企業と独占』青木書店，1978年，46ページ，48-9ページ。 
24) 岡本，前掲「現代日本企業の資金調達機構」，81-2ページ。 




































































のひとつは造船所に対する補助金であった。1962年以降 70年代後半までにそのために約 13億 DMの税
金が補助金として，また約 18億 DM が低利子信用として支出されているが，70年代後半からの第 8 次
造船助成計画では，76年から 79年までに 6億 3,000万 DMの財政資金と 5億４,000万 RMが ERP（欧
州復興計画）信用が計画されたにもかかわらず，西ドイツ政府は，79 年までの期限付きであったこの助
成計画を 83年まで同じ規模で継続することを決定し，その結果，80年から 83年までに総額 10億 8,000
万 DM の補助金でもって総額 155 億 DM の造船売上げが助成されるべきものとされた(Vgl. A. Zeh, 
Schiffbau kapitalistischer Länder im strukturellen Wandel, I.P.W.-Berichte,7.Jg, Heft 11, 




も取り組まれるという事態に至っており (Vgl. R. Gutermuth, BRD-Werftenkrise. Lehrstck 
（次頁に続く） 



















                                                                                                                                                        
kapitalistischer Wirtschafts- und Sozialpolitik, I. P. W.-Berichte, 12. Jg, Heft 11, 1983. 11, S.44-5)，船
の新規建造のための国家の補助金の増大は生産能力と需要との不均衡の増大を一時的に覆い隠すことがで
きたにすぎず，生産の可能性への需要の見せかけの適応をもたらしたにすぎない(A. Zeh, a. a. O., S. 53)。 






















   (3)国際比較とその方法 
  経営問題の時期別比較視点と産業別比較視点をめぐる以上の考察をふまえて，つぎに国際比較
とその方法についてみることにするが，ここでは，つぎの 5点についてみておくことにする。 

















下がみられるほか 29)，とくに 90 年代から今日までの時期のひとつの特徴として，化学工業に








80年および 90年については従業員 20人以上の企業が対象）を売上額についてみると 1950年には 5.9％
であったものが 70年にもなお 5.8％を維持しているが，80年には 4.2％，90 年には 2.8％にまで低下し
（次頁に続く） 
立命館経営学（第 42巻 第 6号） 58 
おけるそれまでの総合化学企業の事業構造からの特定の事業分野の分離，事業構造の組み替え
の動き（「選択と集中」）などがみられる 30)。さらにアメリカでは，重化学工業や加工組立産業な















                                                                                                                                                        
ており，また就業者数でみたその割合では，50 年には 4.6％であったものが 70 年には 4.1％となってお
り，あまり大きな低下はみられないが，90年には 2.5％にまで低下している。Vgl. Statistisches Jahrbuch 


















































                                                          
31) こうした基本的視角については，前川，前掲『現代企業研究の基礎』，はしがき，２ページおよび序説
参照。 
















  9 事例研究とその方法をめぐる問題 













                                                          
32) 筆者はこうした視角から第２次大戦後の合理化問題を軸に企業，産業，経済が発展し，再編されていく
歴史的過程について考察している。拙稿「現代合理化の基本的問題――企業，産業，経済の発展・再編メ

































































はなく，1) から 3) をもふまえて経済現象としての企業経営問題，経営現象の本質的把握，法
則的把握をとおして企業成長のリアルな現実を明らかにしていくことによって，実践応用科学
としての経営学の役割をも担いうるものであるといえる 35)。ただその場合にも，あくまでたん





































































                                                          
37) 渡辺 峻「企業社会と政策科学――経営学における認識と政策についての覚書――」，太田進一編著『企
業と政策――理論と実践のパラダイム転換――』ミネルヴァ書房，2003年，27-8ページ。 





















































































































                                                          
42) 筆者はすでに前掲拙稿「現代合理化の基本的問題」(Ⅰ)，(Ⅱ)においてこうした問題について研究をす
すめている。 
